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１．建設業界を取り巻く環境

２．i-Constructionとインフラ分野のＤＸ

３．インフラ分野のＤＸアクションプラン２

・「インフラの作り方」の変革

・「インフラの使い方」の変革

・「データの活かし方」の変革
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本日の内容
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１．建設業界を取り巻く環境
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和元年度（2019年度）まで実績、令和２年度（2020年度）・令和３年度（2021年度）は見込み、令和４年度（2022年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和４年度は約67兆円となる見通し（ピーク時から約20％減）。

○ 建設業者数（令和３年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和４年平均）は479万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲30.1%

479万人
（令和４年平均）

475千業者
（令和３年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲20.9%

67.0兆円
（令和４年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲20.2％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 479万人（R4）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 37万人（R4）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  302万人（R4）

○ 建設業就業者は、55歳以上が35.9％、29歳以下が11.7%と高

齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和３年と比較して

55歳以上が1万人増加（29歳以下は2万人減少）。

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業就業者の現状

(万人）
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建設業における職業別就業者数の推移

技能者 技術者 管理的職業、事務従事者 販売従事者等 その他

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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全産業（５５歳以上）

建設業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業（２９歳以下）

建設業：３割以上が５５歳以上

建設業：２９歳以下は１割
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相次ぐ自然災害もはや「日常」

２０１５年 関東・東北豪雨（９月）

２０１６年 熊本地震（４月）

２０１７年 九州北部豪雨（７月）

２０１８年 西日本豪雨（７月）、北海道胆振東部地震（９月）

２０１９年 台風15号（９月）、東日本台風（１０月）

２０２０年 ７月豪雨(球磨川）、大雪（１２月）

２０２１年 ７月大雨（熱海）

２０２２年 ８月大雨

土石流等による被害
（新潟県村上市）

主要地方道長井飯豊線 橋梁崩壊
（山形県飯豊町）
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令和４年の主な災害発生状況

〇令和４年３月 福島県沖を震源とする地震（最大震度６強）（福島県、宮城県等）
７月 桜島の噴火（噴火警戒レベル５）
８月 大雨（山形県、新潟県等）
９月 台風第14号（宮崎県、鹿児島県等）、台風第15号（静岡県、愛知県等）

１２月 大雪（新潟県、石川県等） など、全国各地で多くの災害が発生。

風水害（主な被災地域）

地震 (マグニチュード )M5.0

土砂災害(主な被災地域）

【凡例】

噴 火

東北新幹線の電柱傾斜最上川水系最上川の浸水
（山形県大江町）

国道327号 道路損壊
もろつかそん

（宮崎県諸塚村）

ともえがわ ともえがわ

巴川水系巴川の浸水状況
（静岡県静岡市）

８月３日からの大雨 福島県沖地震（R4.3.16）

台風第15号（R4.9）台風第14号（R4.9）

桜島の噴火（R4.7.24 噴火警戒レベル５）

12月18日からの大雪

国道8号の車両滞留
（新潟県長岡市）

食料品等の入荷遅延
（新潟県新潟市）

7



ICT化が難しい産業

屋外での作業、一品生産 屋内での作業、大量生産

宿泊業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

2,596 

建設業

2,875 

卸売業

小売業

4,123 

製造業

5,788 

情報通信業

6,602 

金融業

保険業

7,930 

全産業

4,952 

0
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10,000

労働生産性の比較（2019年）

建設業
2,875

全産業
4,952

労働生産性※の比較（2019年）
生産性指標
（円/人・時）

製造業
5,788

災害対応などを担う不可欠な産業

※下式による生産性指標

産出量 （output）

投入量 （input）
生産性指標 ＝

付加価値額

労働者数×労働時間
＝

〇建設業の置かれた課題
･将来の人手不足への対応

生産年齢人口の減少
2010年8,173万人 → 2050年5,275万人（-35%）

・頻発する災害への対応が困難
洪水リスク高い地域内の高齢者世帯

2010年448万世帯 → 2050年680万世帯（+52％）

・老朽化する大量なインフラ補修が困難
50年以上経過の道路橋

2018年25％ → 2033年63％（+38％）

災害対応（堆積物撤去）インフラの維持管理（点検作業）

（国民経済計算（内閣府）、労働力調査（総務省）及び毎月勤労統計（厚労省）より国土交通省作成）

 「屋外での作業、一品生産」という建設業の特性を踏まえると、建設現場の生産性向上は、一朝一夕には難しい
 しかしながら、建設業は災害対応などを担う不可欠な産業であり、官民一体となってインフラ分野のＤＸを進める必要
 それにより、建設業の適切な発展を図るとともに、維持管理や災害対応の確実な実施により国民の安全安心にも貢献

【写真出典】トヨタ自動車㈱HP

【建設業】 【製造業】

建設産業の状況
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３K

×きつい

×汚い

×危険

○給与
• 実勢を反映した積算基準

○休暇
• 週休２日モデル工事
• 適正な工期設定指針

○希望
• i-Constructionの推進
• インフラ分野のDX
• 中長期的な発注見通しの公表

新３K

○かっこいい
9

建設業が目指す４Ｋ



10

２． i-Constructionと

インフラ分野のＤＸ



i-Construction ～建設現場の生産性向上～

11

○2016年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、建
設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された。

○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査
に至る建設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入。

○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善。

【生産性向上イメージ】

2016年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工）



「i-Construction」と「インフラ分野のDX」

インフラ分野のDX（業務、組織、プロセス、文化・風土、働き方の変革）

バーチャル現場

デジタルツイン

建機の自動化・自律化

VRでの現場体験、3Dの設計・施工協議の実現

国土交通データプラットフォーム地図・地形
データ

気象
データ

交通（人流）
データ

防災データ

エネルギー
データ

施設・構造
物データ

ハザードマップ（水害リスク情報）の3D表示

AIを活用した画像判別

イ
ン
フ
ラ
の
利
用
・

サ
ー
ビ
ス
の
向
上

建機メーカー建設業界
建設コンサルタント 等

ソフトウェア、通信業界
サービス業界

占用事業者

デジタルデータの連携リスク情報の3D表示により
コミュニケーションをリアルに

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・

管
理
等
の
高
度
化

AIにより交通異常検知の判断・点検等を効率化

特車通行手続の

即時処理

地下空間の3D化

所有者と掘削事業者の

協議・立会等の効率化

河川利用等手続きの

オンライン24時間化

ICT施工

コンクリート工の規格の標準化

施工時期の平準化

あらゆる建設生産プロセスでICTを全面的に活用
【３次元測量】 【ICT建機による施工】

BIM/CIM

受発注者共に設
計・施工の効率化・
生産性向上

定型部材を組み合わせた施工

平準化された工事件数

現状の工事件数

２か年国債・ゼロ国債の設定

i-Construction（建設現場の生産性向上）

自律施工技術・自律運転を活用した建設生産性の向上
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インフラ分野のDXで目指す姿

デジタル技術とデータの力により、インフラの生産性を高めるとともに、新たな価
値を創出するためには、絶え間ない業務変革を組織的に実施することが必要

変革し続ける組織

実現を目指す20～30年後の将来の社会イメージの例（第５期 国土交通省技術基本計画より）

国土交通省に関連する分野におけるSociety5.0の具体例とも言える、上記の「将来の社会イメージ」を実現すべく、

①国土、防災・減災 ②交通インフラ、人流・物流 ③くらし、まちづくり

④海洋 ⑤建設現場 ⑥サイバー空間

13
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将来の社会イメージ ①国土、防災・減災

国土やインフラの保全・管理の自動化が進み、効率的な運営が行われる社会
気象予測の高精度化やインフラ・建物の強靱化等が進み、自助・共助・公助により被害が最小化する社会
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将来の社会イメージ ②交通インフラ、人流・物流

多様化するライフスタイルに応じて様々な低炭素・脱炭素化されたモビリティが提供され、
豊かさと環境保全が両立したくらしが実現する社会
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将来の社会イメージ ③くらし、まちづくり

歩行空間を中心にまちがデザインされ、自動化が進み安全性・利便性を高めた
モビリティ・住宅の普及により豊かで快適な生活空間が実現する社会
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将来の社会イメージ ④海洋

自動化・最適化された物流倉庫や水素・アンモニア等の国内拠点の整備、
自動運航船・ゼロエミッション船の普及により、脱炭素化された国際物流網などが実現する社会
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将来の社会イメージ ⑤建設現場

人手不足の状況下でも生産性・安全性が最大限高まるような建設施工の自律化・遠隔化などが実現する社会
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将来の社会イメージ ⑥サイバー空間

生活空間を構成するあらゆるデータがサイバー空間上で相互に連携され、
どこにいても多様なサービスを享受できる社会



インフラDX推進体制の構築

〇 令和５年４月１日、大臣官房参事官（イノベーション担当）を新たに設置し、インフラDX推進体制を抜本強化。

建設技術
政策分析官

技術調査課長
参事官（イノベーション）

本
課

建
設
技
術
調
整
室

建
設
シ
ス
テ
ム

管
理
企
画
室

施
工
企
画
室

電
気
通
信
室

参事官
就任式の様子
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３．インフラ分野の

ＤＸアクションプラン２



インフラ分野のＤＸアクションプラン２の策定

○令和４年３月に、各施策の取組概要や具体的な工程を明らかにした「インフラ分野のDXアクショ
ンプラン」を策定。
〇 令和５年８月に第２版に改定。

22

令和2年 7月29日 第1回
—インフラ分野のDX推進本部の立ち上げ

令和2年10月19日 第2回
令和3年 1月29日 第3回

—インフラ分野のDX施策の取りまとめ

令和3年11月 5日 第4回
令和4年 3月29日 第5回

—インフラ分野のDXアクションプランの策定

令和4年 8月24日 第6回
—インフラ分野のDXアクションプランの

ネクスト・ステージに向けた挑戦を開始

令和5年 3月22日 第7回
— 「インフラ分野の DX アクションプラン第２版」とりまとめ に向けて
— インフラ分野の DX アクションプラン第２版 骨子（案）

※４月21日 骨子 記者発表

令和5年 7月26日 第8回
－「インフラ分野の DX アクションプラン第２版」の改定について

インフラ分野のDX推進本部 開催実績



インフラ分野全般でDXを推進するため 分野網羅的

業
界
内
外
・
産
学
官
も
含
め
て

組
織
横
断
的

に取り組む

に
取
り
組
む

～現場にしばられずに
現場管理が可能に～

分野網羅的、組織横断的に取り組む

1.「インフラの作り方」の変革 2.「インフラの使い方」の変革

データの力によりインフラ計画を高度
化することに加え、i-Construction
で取り組んできたインフラ建設現場
（調査・測量、設計、施工）の生
産性向上を加速するとともに、安全
性の向上、手続き等の効率化を実
現する

インフラ利用申請のオンライン化に加
え、デジタル技術を駆使して利用者目
線でインフラの潜在的な機能を最大限
に引き出す（Smart）とともに、
安全（Safe）で、持続可能
（Sustainable）なインフラ管理・
運用を実現する

「国土交通データプラットフォーム」をハブ
に国土のデジタルツイン化を進め、わかり
すく使いやすい形式でのデータの表示・提
供、ユースケースの開発等、インフラまわり
のデータを徹底的に活かすことにより、仕
事の進め方、民間投資、技術開発が促
進される社会を実現する。

3. 「データの活かし方」の変革

自動化建設機械による施工

ハイブリッドダムの取組による
治水機能の強化と水力発電の促進

地図・地形
データ

気象データ

交通（人流）
データ 防災データ

エネルギー
データ

施設・構造物
データ

国土交通データプラットフォームでのデータ公開

周辺建物の被災リスクも考
慮した建物内外にわたる
避難シミュレーション

３D都市モデルと連携した
３D浸水リスク表示、都市
の災害リスクの分析

データ連携による情報提供推進、施策の高度化

自動化・効率化による
サービス提供

今後、xROAD・サイバーポート（維持管理情報）等と連携拡大

空港における地上支援業務
（車両）の自動化・効率化

VRカメラで撮影した線路を
VR空間上で再現

VRを用いた
検査支援・効率化

～賢く”Smart”、安全に“Safe“、
持続可能に“Sustainable”～

～より分かりやすく、
より使いやすく～

～現場にしばられずに
現場管理が可能に～

公共工事に係るシステム・手続きや、
工事書類のデジタル化等による
作業や業務効率化に向けた取組実施
・次期土木工事積算システム等の検討
・ICT技術を活用した構造物の出来形確認
等

目指す将来像に向けた
インフラ分野のDX

の方向性
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インフラDX推進
本部（事務局）

の知識・経験を集積し、省内の各部局と共有に Ｄigital

データ利活用の基本方針

 表示（デジタル地図の重ね合わせ、３次元モ
デル、ダッシュボード）

 発信（閾値超過の警告、自動発信）

 提供（API連携）

 機械・設備の自動化・自律化

・・・

画像取得の装置（高精度カメラ、3D
レーザー、MMS、LiDAR、衛星）

交通・水位・位置情報等の状態計測の
装置（IoT、センサー、GNSS機器）

データ取得計器の移動装置（ドロー
ン、ロボット）

デジタル手続き・申請

OCR、SNS（ネット上のつぶやき）

・・・

データのノイズ除去（誤差管理、品質保持）
データの変換（形式の標準化、変換技術）
データの管理（クラウド、メタデータ作成）

 AI
 自然言語処理
 画像解析
 統計分析、ビッグデータ解析
 RPA（自動処理）
・・・

データ利活用技術

「デジタル技術」の知識・経験を共有する

データ整形・管理技術データ取得技術

データ分析・処理技術

通信・セキュリティ技術

ヒト・モノ・コト → サイバー空間 サイバー空間 → ヒト・モノ・コトサイバー空間の内部のみ

人の口・手・足の補助・代替となった
り、人の判断材料を提供したりする

既存データから新たな価値
を持ったデータを産み出す

人の目・耳・手・足の補助・代替を
することで、情報を取得・作成する

扱いやすいように、取得データを整える

 通信技術 (5G/6G、LPWA、ローカル5G)
 通信セキュリティ (ブロックチェーン)

 データの品質管理基準
 データの公開方針
…

デジタル技術導入によって「できること」と、それを実現するため
に要するスキルの習得、時間、費用等とを比較することによ
り、それぞれの施策にとって最適なデジタル技術を選択する 導入期間 導入費用

スキルの習得

メリット
デメリット

速く 大量に

遠隔で精確に簡単に

インフラ分野の
DXを進めるため

のアプローチ
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「インフラDXマップ」の作成

活用しているデジタル技術で分類

３
本
柱
の

イ
ン
フ
ラ
分
野
で
分
類

〇 各部局の個別施策について
縦軸 ： ３本柱のインフラ分野で分類

（① インフラの作り方の変革、 ② インフラの使い方の変革、 ③データの活かし方の変革）

横軸 ： 個別施策が活用しているデジタル技術で分類
〇 この分析により、活用が進むデジタル技術の分野など、組織横断的な横共有が可能に

インフラ分野のDXを
進めるためのアプローチ

全施策数 現実空間⇒サイバー空間 サイバー空間の内部 サイバー空間⇒現実空間

データ取得 データ整形・管理 データ分析・処理
通信・

セキュリティ
データ利活用

ドローン・
センシング・
人工衛星・

GNSS

画像取得
(カメラ)

デジタル
手続

ノイズ除去・
変換

データ管理 統計分析 画像解析 機械学習・
AI

自然言語
処理・
生成AI

通信・
セキュリティ
(LPWA、

ﾛｰｶﾙ5G等)

ダッシュボー
ド等での可

視化

3次元での
可視化

API連携・
データ提供

データの
機械・

設備への
活用

①インフラの作り方の変革 19 7 5 0 1 1 0 2 3 0 4 11 12 1 15
設計 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1
設計・施工 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 7 1 5
施工 11 7 5 0 1 1 0 2 3 0 4 4 4 0 9

②インフラの使い方の変革 37 20 17 6 3 4 3 14 11 0 3 15 5 6 7

運用 26 14 10 6 2 3 1 9 8 0 3 11 3 5 6
インフラ施設の管理・操
作 4 0 1 0 0 0 0 1 2 0 1 2 0 1 1

交通施設の運用・自動
運転 6 4 4 1 2 2 0 3 4 0 1 3 1 2 0

除草・除雪 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 4
災害把握・復旧 6 5 4 1 0 1 1 5 2 0 1 3 2 1 1
書類・手続き 6 1 1 4 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0

保全 11 6 7 0 1 1 2 5 3 0 0 4 2 1 1

③データの活かし方の変革 30 12 7 2 3 9 1 4 5 1 4 21 15 12 5

データの標準化 5 2 3 0 1 0 0 1 1 0 0 4 2 2 1
技術開発・環境の基盤
整備 4 2 1 0 0 1 0 1 1 0 3 1 2 2 2

データの収集・蓄積・連
携 15 5 2 2 2 7 1 2 3 1 1 11 9 8 1

利用者・国民への発信 6 3 1 0 0 1 0 0 0 0 0 5 2 0 1
25



「インフラの作り方」の変革
～現場にしばられずに現場管理が可能に～
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土木工事におけるICT施工の実施状況

○ 直轄土木工事のICT施工の実施率は年々増加してきており、2022年度は公告件数の８７％で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数・実施件数ともに増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。

＜国土交通省の実施状況＞

＜都道府県・政令市の実施状況＞ 単位：件
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ICT活用工事の実施状況

28

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果(令和4年度)の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工、舗装工及び浚渫
工（河川）では約３割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

約33% 縮減

約35% 縮減

約34% 縮減

※ICT浚渫工(港湾)はＲ３年度

約16% 縮減
平均施工数量：48,667㎥

※令和3年度の値であり令和4年度は集計中



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への更なる適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（基礎工） （橋梁上部(試行)）

ICT構造物工
（橋脚・橋台）（橋梁上部）（基礎工）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（小規模土工）

29

（基礎工 適用工種拡大）

（道路付属物工）
（電線共同溝工への拡大）



○中小企業にICT施工を普及させるため、令和４年度より小規模現場（土工）におけるＩＣＴ施工の適用拡
大を実施。

○ 【小型BHによるICT施工、モバイル端末を用いた出来形管理】
○モバイル端末を用いた３次元計測技術を用いた出来形管理手法の適用拡大をするため、令和４年度よ

り運用を開始した小規模土工とあわせて実施する作業について、適用拡大を実施。

【小規模な建設現場に対応したICT施工】

【スマホなどの汎用モバイル機器を活用した出来形管理のデジタル化】

施工機械
（中型ﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙ機）

ﾊｰﾌｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ

施工規模の大きい現場(新設工事など）

Before After

Before After

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）

ナビゲーション

小規模な現場（都市部・修繕工事など）

UAVやTLSなどの専用機械
による出来形管理

TLS(地上型レーザースキャナー)

UAV

モバイル端末による計測

3次元計測データ

スマホなどのモバイル
端末による出来形管理

小規模現場におけるICT施工の導入・出来形管理のデジタル化
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31

ICT施工は次の段階へ

A
B

C
D
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ＩＣＴ活用工事ＳｔａｇｅⅡ（施工データ（見える化）の活用）

ICT建設機械B

３次元計測機器C

ダンプD,E

作業員FICT建設機械A

（１）ヒト・機械・資材データの見える化
（２）施工進捗データの見える化
（３）施工データを活用した施工改善

リアルの施工現場

デジタルによる見える化

⃝ 建設DXの次の展開「ICT施工StageⅡ」として、Iotやデジタルツイン等を活用し、建設現場
のリアルタイムな工程改善、作業と監督検査の効率化を図り、抜本的な生産性向上を実現

⃝ 現場での試行を通じて各種データの仕様策定、既存の監督検査に係る基準改定を実施
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１人で複数台の建設機械施工の
管理を現場外から行う事が可能

自動施工機械
・オペレータは搭乗しない
・カメラ、センサー等で周辺状況を把握
・把握した情報を元に自ら判断し施工

建設施工における自動化、遠隔化の促進

◆少子高齢化で建設業の担い手不足が深刻化しており、建設現場の生産性向上・省人化が重要な課題。
◆飛躍的な生産性向上と働き方改革を実現するため、安全対策や関連基準を整備することにより自動施工機械の開発及び

現場導入を加速化。
◆関係する業界、行政機関及び有識者からなる分野横断的な「建設機械施工の自動化・自律化協議会」(R4.3)を設置。
◆2022年度は第一段階として、無人エリアにおける自動･遠隔施工の安全ルールを策定する。
◆2023年度はDX実験フィールドで行う現場検証も踏まえ、現場条件を拡大した安全ルール及び、自動施工機械の機能要
件を策定する。

効果
○建設機械の動きはデジタル化により、
見える化されることで施工計画
シミュレーションが可能となる。

○施工上のムダがリアルタイムでわかり、
さらなる生産性の向上が可能となる。

自動･遠隔施工の効果イメージ

－協議会体制－
会長： 大臣官房技術審議官
会員： 立命館大学 建山教授、東京大学 永谷教授

土木学会、日建連、建災防、JCMA、レンタル協
国交省、国総研、土研、厚労省、労安衛研、経産省、NEDO

事務局： 国土交通省 大臣官房 技術調査課

無人エリア

無人エリアにおける
自動施工機械の機能要件

（段階毎に設定する安全ルールに
対応して設定）

自動・遠隔施工の安全ルール
（一般人の立入るリスクに応じて

段階毎に設定）

目的：現場の安全の確保
内容：自動施工機械の運用に

あたって遵守すべき項目

目的：効率的な施工の確保
内容：自動施工機械が最低限

具備すべき機能

自動･遠隔施工における安全ルール等
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宇宙建設革新プロジェクト２０２３

【本プロジェクト研究開発実施者：代表者及び共同実施者、全36者（重複込み）】 34



技術分類 技術研究開発名称
実施者

（〇代表者、共同実施者）
実施
Stage

技術Ⅰ：
無人建設

（自動化・
遠隔化）

施工
（掘削、積込等）

建設環境に適応する自律遠隔施工技術の開発－
次世代施工システムの宇宙適用

〇鹿島建設
宇宙航空研究開発機構、芝浦工業大学 R&D

（継続）施工
（敷均し等）

自律施工のための環境認識基盤システムの開発及
び自律施工の実証

〇清水建設
ボッシュエンジニアリング

施工
（測位）

月面適応のためのSLAM自動運転技術の開発 〇大成建設
パナソニックアドバンストテクノロジー R&D

（F/Sからの
移行）施工

（全体システム）
トータル月面建設システムのモデル構築 〇有人宇宙システム

建設機械・施工
デジタルツイン技術を活用した、月面環境に適応す
る建設機械実現のための研究開発

〇小松製作所

R&D
（継続）

測量・調査
月面の3次元地質地盤図を作成するための測量・
地盤調査法

〇立命館大学
芝浦工業大学、東京大学大学院、横浜国立大学、港湾空港技術

研究所、アジア航測㈱、基礎地盤コンサルタンツ㈱、ソイルアンド
ロックエンジニアリング㈱

輸送（調査） 索道技術を利用した災害対応運搬技術の開発 〇熊谷組
住友林業、光洋機械産業、加藤製作所、工学院大学

基礎（調査）
回転切削圧入の施工データを利用した、月面建設
の合理的な設計施工プロセスの提案と評価

〇技研製作所

技術Ⅱ：
建材製造

⽉資源を⽤いた拠点基地建設材料の製造と施⼯⽅
法の技術開発

〇大林組
名古屋工業大学、レーザー技術総合研究所

技術Ⅲ：
簡易施設建設

月面インフレータブル居住モジュールの地上実証モ
デル構築

〇清水建設
太陽工業、東京理科大学

⽉⾯における展開構造物の要件定義および無⼈設
営検討の技術開発

〇大林組
宇宙航空研究開発機構、室蘭工業大学、サカセ・アドテック

月の縦孔での滞在開始用ベースキャンプの最小形
態と展開着床機構の開発

〇東京大学
九州大学、宇宙航空研究開発機構

R&D
（F/Sからの

移行）

F/S・・・Feasibility Study 実現可能性の検証 【1年度間】
R&D・・・Research & Development 技術研究開発 【複数年度間】

令和5年度（2023年度） 研究開発一覧（継続、移行）
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 災害対応、生産性向上に加
え、将来的な宇宙開発に資する
遠隔施工等の革新的施工技術
のフィールドでの実演を通じ、ノ
ウハウを共有し、技術の普及、技
術力向上、更なる技術開発を促
進。
 開発技術者、遠隔操作者、
全国の国土交通省職員、宇宙
無人建設革新技術開発者が、
2日間のべ600名以上が現場に
集結。
 特設メタバース会場（VR国
総研）オンライン配信は、300
名(総視聴数:2,400回)以上
が視聴。SNSでも情報発信。

〇 日時 2022年11月21日(月)  & 22日(火)  
〇 場所 建設ＤＸ実験フィールド（国土技術政策総合研究所 及び 土木研究所 内）

〇 実施内容 （20技術の実演、13宇宙建設革新技術開発の紹介）
★遠隔施工技術の実演(簡易遠隔操縦装置 ～ロボQS～/汎用遠隔操縦装置 サロゲート/重機遠隔操縦サービス/Remote Control Model V/遠隔操縦操作訓練用

シミュレータ/複数建設機械の遠隔操縦～マルチコックピット～/建設機械シミュレータ ～TENSTAR～/無人化施工VR技術 ～シンクロアスリート～/月面重機操作VR体験
シミュレータ/ロボコンストラクション用カナタッチ/360度半天球カメラを用いた無線でのリアルタイム高画質動画配信システム/ 臨場型遠隔映像システム「T-iROBO® 
RemoteViewer」/CATERPILLAR COMMAND 遠隔操作ソリューション) 13技術

★革新的施工技術の実演(リアルタイム情報活用ダッシュボード/リアルタイム点群表示3D スキャニング等（バギー搭載型レーザースキャナ、自動走行草刈り機）/スマホ
LiDAR×遠隔臨場システム/モバイル端末活用の災害状況把握/コンパクト、オールインワン 写真測量ツール/建設用3D プリンター/コンクリート3Dプリンターc3dp) 7技術

建設DX実験フィールド（リアル）と
特設メタバース会場（VR国総研）

主催：総合政策局 公共事業企画調整課、
国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター

社会資本施工高度化研究室
共催：国立研究開発法人 土木研究所 技術推進本部）
（運営補助：一般財団法人 先端建設技術センター）

「遠隔施工等実演会～施工DXチャレンジ～」の開催
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開会式（吉岡技監からのメッセージ）

地整職員等による遠隔操作の実演

つくば市から、大阪府への遠隔操作

遠隔施工シミュレータ体験（九州地整）

【YouTubeチャンネル】 【メタバース会場inVR国総研】 【総合映像配信サイト】

★SNS（TW等）にも
情報有り

「#constDX2022」

屋内展示、プレゼン会場（国総研 格納庫）

建設用３Dプリンターの実演

映像アーカイブ

つくば市と米国から、佐賀県への遠隔操作 モバイルスキャン体験コーナー（関東地整）

ロボQS設置の実演（九州、関東地整）

デジタルサイネージカーで３Dスキャン実演

「遠隔施工等実演会～施工DXチャレンジ～」の開催
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ＢＩＭ/ＣＩＭ
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BIM/CIM：Building/Construction Information Modeling, Management の略。
建設事業で取扱う情報をデジタル化することにより、受発注者のデータ活用・共有を容易にし、建設事
業全体における一連の建設生産・管理システムの効率化を図ること。
情報共有の手段として３次元モデルや参照資料を使用する。

＋

参照資料（2次元図面 等）

＋

参照資料（2次元図面 等）

＋

参照資料（2次元図面 等）
３次元形状データ 属性情報

（部材等の名称、規格等）
２次元図面、報告書等の
３次元モデル以外の情報

調査・測量 設計 工事 維持・管理

• 事業計画の検討
• 点検、走行シミュレーション

• 地形、地質の視覚化
• 希少種等の生息範囲の

重ね合わせ検討

• 施工ステップの確認
• 自動化施工、出来形管理

で活用

• 自動計測、記録
• 遠隔監視、診断

BIM/CIMで使用する情報

BIM/CIM適用の流れ （情報の連続性が重要）

BIM/CIMの意義 ： データの活用・共有による受発注者双方の生産性向上

38



令和５年度からのBIM/CIM原則適用

データの活用・共有による受発注者双方の生産性向上BIM/CIMの意義

R5原則適用

発注者

納
品

納
品

納
品

貸
与

貸
与

貸
与

貸
与

納
品

納
品

納
品

納
品

測量者調査者 予備
設計者

詳細
設計者

施工者 補修者点検者

２．DS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）

１．活用内容に応じた ３次元モデルの作成・活用

3次元モデルを作成するという手段を目的化するのではなく、業務・工事ごとに発注者が
活用内容を明確にした上で、必要十分な３次元モデルを作成・活用する

将来的なデータ管理に
向けた第一歩として、
業務、工事の契約後速
やかに、受注者に設計
図書の作成の基となっ
た情報を説明すること
を発注者に義務づける

 「視覚化による効果」を中心に未経験者
も取組可能な内容とした活用内容

 すべての詳細設計・工事において適用

義
務
項
目

①出来あがり全体イメージの確認
②特定部の確認（２次元図面の確認補助）

・立体交差部
・既設構造物等との接続部
・２ｍ以上の高低差がある掘削・盛土の施工部
・l橋梁の上部工・下部工の接続部 等

施工段階 ①施工計画の検討補助
②２次元図面の理解補助
③現場作業員等への説明

推
奨
項
目

詳細設計段階

 「視覚化による効果」の他「３次元モデ
ルによる解析」など高度な活用内容

 大規模な業務・工事や条件が複雑な
業務・工事を中心に、積極的に活用

トンネルと地質の位置確認
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ダム建設事業におけるCIM活用について （新丸山ダム建設事業）

既設ダムの再開発において、統合モデルを用いた設計、施工、管理の各段階における情報の一元化。

統合モデルの活用（関係者協議、広報）

〇 土砂搬出に係る関係者協議のため、地質区分等を地質モデルとして統合モデルに反映

〇 地質モデルは土配計画等にも活用可能

〇 新丸山ダム建設により、今後既設丸山ダムの一般公開が不可。バーチャル見学ができるコンテンツをＨＰで公開。

【統合モデル】【地形】 【堤体】

【設備】 【地質】

複数の業務・地質調査の最新の状況を一元的に集約。年度間の引き継ぎ迅速化、情報もれの防止の効果も期待される。

丸山ダムバーチャルダムツアーの構築地質3Dモデル（原石山）の作成

従来地質モデル

従来モデルだとボーリング箇所
の地質情報を点と点で結んだモ
デルとなっているためボーリン
グ箇所の間の部分がモデル化出
来ない

新３D地質モデル

紫表示の地質（鉱
脈鉱染帯）

・ドローン等で撮影した写真を組み合わせるこ
とにより３Dモデルを作成。
・各地点で説明コメントを入れることによりダ
ム見学時の職員による説明を再現

クリック

・本体工事に必要な骨材選定の活用
・重金属の有無による土捨て場選定の活用
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BIM/CIM 今後の検討について

〇令和５年度からのBIM/CIM原則適用により、中小規模の企業を含め裾野を拡大
〇更なるBIM/CIMの効果的な活用により、建設生産・管理システムの効率化を図るとともに、

紙を前提とする制度からデジタル技術を前提とする効率的な制度への変革を目指していく

維持管理の高度化

CDE（共通データ環境）構築

完成イメージ

支障確認

多少 適用数

高

低

ああああ

デ
ー
タ
の
活
用
度
合

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
化
度
合

人の作業が主

コンピュータに

よる処理が主

R5原則適用で
適用数を拡大

モデル事務所での検討により
活用内容の高度化を図る

デジタル技術を
前提とする変革へ

順次拡大を図る

①

②

③

④

建設生産・管理システムの
更なる効率化を図る
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「インフラの使い方」の変革
～賢く”Smart”、安全に“Safe“、持続可能に“Sustainable”～
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水力発電の促進（民間） 地域振興（民間・自治体）治水機能の強化（国等）

・運用高度化による治水への有効活用
・放流設備の改造・嵩上げ、堆砂対策

・運用高度化等による増電
・発電施設の新設、増強

・発生した電力を活用したダム立地
地域の振興

課 題 水害の激甚化・頻発化 / カーボンニュートラル社会の実現 等

政策目標

iv.ダム改造、多目的ダム建設

堤体のかさ上げ等を行うダム改造や多目的ダムの建設に併せ、発電容量の設定
などにより、水力発電を実施

ⅰ.洪水後期放流の工夫 ⅱ.非洪水期の弾力的運用

洪水後にダムの貯水位を下げる放
流を行う際、当面、降雨が予測さ
れない場合は緩やかに放流し、水
力発電を実施

非洪水期にまとまった降雨が予測さ
れるまでの間、一定の高さまで貯水
位を上げ、これを安定的に放流し、
水力発電を実施

ⅲ.発電施設の新設・増設

既設ダムにおいて、発電設備を
新設・増設し、水力発電を実施

【ダム改造、多目的ダム建設のイメージ】

【発電設備のイメージ】

ハイブリッドダムの手法

・最新の技術：最新の気象予測技術・ダム改造技術によるダム運用の高度化

・連携体制：官（国・自治体等）と民（多様な民間企業）の連携

・ダム容量：治水と発電が両立できる容量（ハイブリッド容量）の考え方の導入

【ハイブリッドダムの推進方策】

【洪水後期放流の工夫】

官民連携の新たな枠組みに
よりハイブリッドダムを推進

ダムの水位

洪水調節
容量

利水
容量

①洪水吐
ゲート

②発電
放流管

時間

事前放流 洪水の
貯留

貯留した
洪水の放流

雨が予測さ
れない場合、
少しの貯留
を許容する
運用を行い
増電

①洪水吐ゲート
だけでなく、②
発電放流管を使
い発電を行いな
がら、一定の水
位まで速やかに
低下

洪水期制限水位

②発電
放流管
を使い
発電を
行いな
がら水
位低下

雨が予想
されない期間

※非洪水期においては、平常時において一定期間水位を上げる運用を行い発電に活用

大雨が予測され
るときは水位を下
げて治水機能を

強化
（事前放流）

令和５年度の取組：別紙２ p2参照

令和５年度の取組：別紙２ p1参照

【ダム】 官民連携の新たな枠組みによるハイブリッドダム
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 高速道路における合流等について、自動車局等の車両開発・実証事業と連携し、路車
協調による情報提供システムを整備・検証

 2024 年度には、新東名高速道路（駿河湾沼津～浜松)の約100kmにおいて、深夜時間
帯に自動運転車用レーンを設定し、自動運転トラックの運行を支援

【道路】 自動運転実現に向けた取組

路車間通信
落下物情報

車載センサや道路管理
者が把握した路上の落

下物情報を提供

工事規制情報

工事規制の位置、
閉塞車線等を提供

合流支援情報

本線道路交通状況（車線別の車両位
置・速度等）を合流車両に情報提供

道路管理者

車両検知センサ

道路インフラによる支援（路車協調システム） レベル4自動運転トラック
評価用車両開発

レベル4自動運転トラック評
価用車両を開発し、テスト
コースで走行試験を実施中

開発車両のイメージ（経済産業省HPより）

レベル４自動運転トラックを対象に、合流支援情報、落下物
情報や工事規制情報の提供について実証実験を実施

箇所 道路インフラからの支援例

合流部
本線道路交通状況（位置・速
度等）の情報提供

本線部
路上障害状況（工事規制、落
下物や渋滞等）の情報提供

＜道路インフラからの支援に関する要望＞
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※2023年６月時点の情報をもとに国土交通省航空局作成
※AiRO㈱のみレベル3相当、それ以外の事業者はレベル4相当の安全チェックリストにより車両性能を確認。
※㈱ティアフォー＠成田国際空港の実証実験については総務省R4年度事業「課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証」と連動して実施（代表機関 東日本電信電話（株））

【空港】 空港における地上支援業務の自動化・省力化

○ 官民連携して、手荷物・貨物等の輸送を想定したトーイングトラクターや、乗客・乗員等の輸送を想定した
バス等の輸送を想定した実証実験を推進。

○ 実験結果を踏まえ、空港制限区域内における自動運転に必要となる運用ルールについて検討。
○ 今後、更なる車両の高度化やインフラ及び運用ルールの整備等を官民が連携して進めることで、2025年ま

での制限区域内における無人自動運転の実現を目指す。

NTTコミュニケーションズ㈱（他5社共同）

車両 ： ランプバス「小型EVバス」
技術 ： 車両自律型（GNSS、LiDAR等）
ルート : 第１旅客ターミナル（国内線側）
目的 : 空港内で旅客輸送を行う

ランプバスを想定した自動走行実証

東京国際空港成田国際空港

2022年10月～11月（実施済）

中部国際空港

㈱ティアフォー（他3社共同）

日本航空㈱

2022年12月～2023年2月（実施済）

車両 ： ランプバス「GSM8改造車両」（タジマモーター）
技術 ： 車両自律型（LiDAR、高精度三次元

地図、GPS、カメラ、IMU、5G（ローカ
ル・キャリア網））

ルート： 第1ターミナル～第2ターミナル～第3ターミナル
目的 ： 空港制限エリア内における自動走行実証

遠隔監視に係る5G環境等の有効性・通信品質の検証

2023年2月～3月（実施済） 全日本空輸㈱
2022年12月（実施済）、2023年度（実施予定）

車両 ：トーイングトラクター「3TE25」（豊田自動織機）
技術 ：車両自律型（GNSS、 LiDAR、路面パターンマッチング等）

※他追加予定
ルート：国際貨物ルート、羽田空港内トンネル（ノース、GSE地下通

路）
目的 ：将来的な国際貨物の自動搬送に向けた検証(手動)、GNSSが

受信できないトンネル内の自動走行検証

AiRO㈱（協力会社：日本航空(株)) 2023年度（実施予定）

車両 ：トーイングトラクター「ZMP製CarriRo Tractor 25T」
技術 ：車両自律型（GPS、LiDAR等）
ルート：東西貨物、内際搬送ルート
目的 : 走行ルートでのLv.4実用化を目指し、

中・長期間に渡り課題のピックアップ・
各種データを取得

車両 ： トーイングトラクター「TractEasy」（TLD）
技術 ： 車両自律型（GNSS、LiDAR等）
ルート： 第2旅客ターミナル本館南ソーティング

～サテライトターミナルソーティング
目的 ： 緊急時の停止動作・再始動、障害物検知時の挙動、

遠隔操作等に関する実証

45



「データの活かし方」の変革
～より分かりやすく、より使いやすく～
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国土交通データプラットフォーム

地盤データ

経済活動に関するデータ
（公共交通データ、
港湾関連データ等）

自然現象に関するデータ
（気象データ等）

測量・調査 設計

施工維持管理

ドローン等を活用し
た3次元測量

BIM/CIMによる
３次元設計

データに基づく
施工、品質管理

ロボット等による
点検データの取得

構造物データ

国土に関するデータ

基盤地図

【新しいインフラ社会】

国土交通
データプラットフォーム

【高度な防災情報】

※活用イメージ

位置情報で
ひもづけ

民間建築物
データ

各管理者の
維持管理

情報

建設生産プロセス全体を
3次元データでつなぐ

分野間のデータ連携基盤を整備し、
政策の高度化やイノベーションの創出

47

○国土交通省が多く保有するデータと民間等のデータを連携し、国土交通省の施策の高度化や産学官連携によるイノベーションの
創出を目指す取り組み

○同一の地図上で一括した表示・検索・ダウンロードを可能とする、分野間データ連携基盤として構築を進めている

（令和５年9月25日に新バージョンをリリース）



利用者向けAPIの提供

• 国土交通データプラットフォーム上のデータを検索・取得できる利用者向けAPIの提供を開始しました。
• すぐに利用できるよう、利用者向けAPIの利用マニュアルや複数のサンプルプログラムを整備しました。
• APIの実行結果をすぐに画面上で確認することができます。

48

利用者向けAPIのメリット

 自動的にデータの検索や取得が可能になることで手作業の軽減、作業が効率化
 国土交通データプラットフォームと連携している各データにリアルタイムにアクセス

利用マニュアルやサンプルプログラムを整備

画面上で実行結果の確認が可能

 利用者向けAPIの利用
マニュアルを整備

 利用用途に応じたサン
プルプログラムを複数
用意

試したいAPIの内容 API実行の結果

ボタン１つで実行

 APIの実行結果をボタン１つで確認
 アプリ等への適用前に結果を画面上で確認



【都市】 3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化の推進（Project PLATEAU）

3D都市モデルの整備 3D都市モデルの活用（ユースケース開発）

• 都市の形状全体をデータとして再現するとともに、建物等のオ
ブジェクト一つ一つが用途や構造等の属性情報を保持し、「カ
タチ」だけでなく「意味」もデータ化(Google Earthとの違い）。

 2020年にスタートした「Project PLATEAU（プラトー）」は、スマートシティをはじめとしたまちづくりのデジタルトランスフォーメーションを進めるため、
そのデジタル・インフラとなる３D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化を推進する国土交通省のプロジェクト。

 プロジェクト開始から3年目を迎えた2022年度には、従来のリーディングプロジェクトとしての実証的性質から社会基盤としての実装フェーズへと転換し、
地方公共団体に対する新たな補助制度も創設したところ。

 PLATEAUは「2027年度までに500都市を整備」等の実現を中長期方針として掲げ、デジタル・インフラとなる3D都市モデルの全国整備・社会実
装の実現に向け、取組を推進。

3D都市モデル（新宿駅周辺）

名称：〇〇タワー
高さ：120m

用途：商業施設
構造：RC …

3D都市モデルのオープンデータ化

• G空間情報センターにて、広く一般にデータを公開。

オープンライセンスを採用し、二次利用を可能とすることで、

各分野における研究開発や商用利用を促進。

• 地方自治体職員向けのガイダンスから、民間企業、エンジ

ニア向けの技術資料、ソースコードまで幅広く知見を公開

することで、3D都市モデルの全国展開を促進。

• オープンデータとしての価値を高めるため、ハッカソン、ハンズ

オン支援、LT、ピッチイベント、アプリコンテスト等を開催し、

PLATEAUのコミュニティ形成を支援

• データフォーマットには地理空間情報分野における国際標
準化団体が国際標準として策定した“CityGML 2.0”を
採用し、 多様な分野における活用が可能な高い相互流
通性を実現。

＜整備都市数＞

2020年度：約60都市

2022年度：約70都市（累計約130都市）

※地方公共団体への補助制度を創設

→2023年度：累計200都市（目標）

→2027年度：累計500都市（目標）

• 防災・防犯、環境・エネルギー、まちづくり、モビリティ、地域活性化・観光等の多様な分野で
活用事例（ユースケース）を創出し、地域課題の解決やニーズに合わせたサービスを創出

災害リスクの三次元可視化
浸水範囲に応じた適切な避

難ルートの可視化アプリ 等

都市計画情報の重畳による
都市構造の可視化

XR技術を活用した住民参加
型まちづくり支援ツール 等

■防災・防犯 ■都市計画・まちづくり ■環境・エネルギー

太陽光発電量の精緻なシミュ
レーション

エリア単位の熱環境のシミュ
レーション 等
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【都市】 ３D都市モデルの活用（ソリューション事例）

まちづくり

都市開発や都市計画、エリマネのプラ
ンニングやシミュレーション、合意形
成、まちづくりアプリなどに活用

防災・防犯

災害リスクの可視化、災害シミュレー
ション、防災計画の立案、避難経路ア
プリ、防災ワークショップなどに活用

地域活性化・観光

メタバース空間の作成、XR観光コン
テンツの造成、観光ガイドアプリ、広告
効果シミュレーションなどに活用

モビリティ・ロボティクス

市民参加・教育 環境・エネルギー インフラ管理 デジタルツイン技術

自動運転車両や自律飛行ドローンの
マップ、オペレーションシステム、最適
ルート探索などに活用

市民参加型のまちづくりや地域活動
を支援するXRツールやダッシュボー
ド、まちづくり体験アプリなどに活用

太陽光発電やヒートアイランド、通風
などのシミュレーション、エリアのエネ
ルギーマネジメントなどに活用

建築物や公園などのインフラ管理ツー
ルや老朽化予測シミュレーション、IoT
データ管理などに活用

点群等のセンシングデータのセグメン
テーション、モデリング技術やBIM等
との統合技術の開発

⃝ 官民の多様な分野でデジタルツインを活用したソリューションを創出
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本日のまとめ

国民の安全・安心を確保し、くらしや経済を支えるため、
インフラの機能を、将来にわたって継続的に維持・向上することが必要

デジタル技術とデータの力で、インフラを変え、国土を変え、社会を変える！

建設産業を若手や女性など関係なく、全ての人が活躍でき、最新技術を導
入した「かっこいい」魅力ある仕事に！

国土交通省では、令和５年をＤＸによる変革を加速する

「躍進の年」として位置付けています。
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